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1　はじめに
　コンピュータやネットワークに関する技術は，急激にわれわれをとり
まく世界を変容させつつあり，新しい技術革新によって新たな法律問題
も発生している。技術革新に伴って発生する法律問題も多岐にわたるこ
とになる。例えばインターネット上のいわゆるホームページ，あるいは
電子掲示板システム（Bulletin　Board　System・BBS。なお，本稿では
典型的な電子掲示板だけでなく，商用または個入が運営するオンライ
ン・サービスが提供する類似システムも含めて「電子掲示板」の語を用
いることがある）だけを見ても，そのオーナー，オペレーター及びユー
ザーは，コミニュケーション方法として新技術を使うことによって起こ
る新たな法律問題，あるいはサイバースペースの特性により現実空間で
発生する類似紛争とは異なった考慮を必要とする法律問題への対応を余
儀なくされる。判例上では，名誉殿損，知的財産権侵害，狸褻図画・文
書等にかかわるケースで注目すべきものが現れている。
　その中で本稿が主たる対象とする名誉殿損に関しても，サイバースペ
ースは名誉殿損法の確立された伝統的理論を変えつつあると言われる。
以下では，数多い紛争類型の中で，主としてサイバースペース上の名誉
鍛損的表現に関する民事上の法律問題について，最近のアメリカの議論
の状況などを中心に検討する。
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　検討にあたっては，いくつか注意すべきポイントがあろう。第一に，
サイバースペースと言っても，具体的に見ると規模や形態は様々であり，
全てを統一的にイメージすることが極めて困難ということがあげられ
る1）。すなわち，個人が運営する電子掲示板システムと大規模商用サー
ビスを同じ前提で論じることの妥当性（さらに前者はいわゆるホームペ
ージ上で運営されることが多くなっているし，その際契約しているであ
ろうプロバイダーとの関係をどうとらえるかにも別の考慮が必要となろ
う），あるいは有償・無償の区別，運営者側の関与の度：合い等の違いが，
どの程度まで具体的紛争の結論を左右するか，あるいは基本的に異質の
ものとしてそれぞれに対応した結論を模索すべきなのか，といった問題
が存在する。判例上，大規模商用オンライン・サービスが裁判上の被告
となるケースがほとんどであり，個人に対する請求が行われても，最終
的には和解で決着してしまったためか，個人として行った名誉殼損責任
については必ずしも十分に論じられていない。しかし，現状あるいは将
来を視野に入れると，慣習的な用語法とは若干異なる印象があるものの，
電子掲示板とは「各個人がコンピュータ経由でコミュニケーションする
ことを許容するメディアであり，インターネットまたは私的電子掲示板
システムの上に存在する」ものと定義し，インターネットは本質的には，
膨大な国際的コミュニケーション・システムを構成するBBSからなる
ネットワークであるととらえて議論を進めた方が妥当な結論につながり
やすいのではないか，という指摘2＞がある。
　第二に，名誉殿損に関する既存法理との関係も検討する必要がある。
後述するように，英米法においては名誉駿損について厳格な責任を認め
てきた長い歴史と，歴史的に見れば新しいメディアの登場に伴い，厳格
責任を大きく緩和してきたという経緯がある3）。かつて出現し，法理論
もある程度確立しているメディアに関する理論を，現時点で「新しい」
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メディアであるネットワークないしサイバースペースに適用するときに，
それをある程度類推すれば足りるのか，それともメディアの特性に応じ
て全く新たな発想なり理論なりで対処すべきなのかという問題である。
また，英米法上の解釈あるいは新たな法理論は我が国において共通性，
整合性を持つのか否かという問題も付随的に発生することとなろう。
　第三に，プロバイダーや管理者4）の責任を情報の媒介者（intermedi－
ary）としての責任を強調して構成する考え方が現れている5）。従来の
メディアとの違いを強調する媒介者責任論の背景にあるのは，サイバー
スペース上の情報流通め場合，基本的には情報が瞬時に流通することの
他，ホームページ上の「リンク」を見ればわかるように，他者が管理す
る情報のコンテンツに対するポインターだけを指し示す行為が日常的と
なる。この場合，オリジナルの情報の内容につき何ら支配すべき能力も
権限も持っていない存在，すなわち内容を保証していない媒介者の責任
は軽減されるという結論と結びつきやすい6にとになるが，法律的解釈
として如何に整合性を保つか，という問題も検討を要するところである。
1）サイバースペース上の名誉殿損を扱った論稿中は，主として後述する
CompuServe事件やProdigy事件を想定することが多いこともあってか，商
用サービスのプロバイダーを主な対象として議論を進めるものが多いようであ
　る（例えば，Matthew　C　Siderits，　Co〃槻6班∴0⑳ノ照’∫oηカz　O加ゆαご8’
Rεooηo伽g　C％伽ゴ麗η．　Co〃ψπ5θ7勿θ，1π己α媚S’ア纏。η0α肋¢07z’汐．
．P2η漉gy　S8”卿∫Co．，79　Marq．　L．　Rev．1065（1996））。しかし，「厳密な意味で
は，BBSとはユーザーが他のユーザーと情報交換することを許容し，通常は
その権利に対してアクセス料金を請求するコンピュータ・ネットワーク・サー
　ビス」としつつ，名誉殿御問題を考える上では，BBSをより広義にとらえて，
　「オンライン・コミュニケーションのあらゆる局面を含み，同時にインターネ
　ットのホームページもカバーする」（Finley　P．　Maxson，八目6’五∫ro漉oZ60η
　’ゐθ1⑳ηηα’加SZφθ漉忽1ZZρの1」認Sρか6瓶07ム勧ガ」めノゆγD⑳η襯01ツ
S翅伽θη彦s，75Wash．　U．　L．　Q．673（1997））とするものもある。
2）Maxson，五1．，　at　673．
3）過去二度の技術革新が，不法行為法の再検討を迫ったとされる。すなわち，
裁判所が電報についての責任基準をある程度明確にするまで10年を要し（W．
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Page　Keeton砿α4　Prosser　and　Keeton　on　the　Law　of　Torts　811－12（5th　ed．
1984）），同様に，テレビとラジオについても伝統的法理の修正が行われた。言
葉として定着はしなかったものの，American　Broad．　Paramount　Theatres，
Inc．　v．　Simpson，126　S．　E．2d　873　（Ga．　Ct，　App．1962）において，　Fuld裁判
官は「defamacast」なる語を作りだした。
4）プロバイダー自体の責任の他，実際にボード上の諸々の管理を行う「システ
ム・オペレーター」「シスオペ（SYSOP）」の責任も，賠償資力等を考えると
現実問題としては疑問はあるものの，理論上は問題となり得る。システム・オ
ペレーターは，技術的なサポートの他，内容面においては当該電子掲示板の編
集者的役割を果たすこともあるが，その権能・実態は様々で当該電子掲示板の
　規模や形態によって異なってくる（David　J．　Loundy，　E・Lαz〃」L¢gα♂Bsz‘6s
肋。’加8Coゆz‘’ε71吻”麗’Joη助s吻η∫伽ゴ亀吻η2∫の6繊07　L泌”ち㌧3
　Alb．　L．　J．　Sci．＆Tech．79，84（1993））。
5）Henry　H．　Perritt，　Jr．，　Law　and　the　Information　Superhighway　161（1996）．
6）例えば，地理データを用いるためのグラフィカル・インターフェースのよう
　な価値付加型情報（avalue－added　information）の供給者は，政府関係機関
　によって実際に作られた情報の過誤に関する責任を負うか否かという例があげ
　られている（Perritt，　Jr．，1財．）。
2　メディアと名誉穀損に関する既存法理
　（1）従来のメディアと名誉雑損
　サイバースペース上の名誉減損問題を検討する際には，かつて新たな
メディアの出現に対して展開されてきた判例・学説の立場が参照される
べきであろう。特に，名誉殿損に限らず，サイバースペース上で発生す
る法的紛争類型の中には，単にコンピュータを使ったという点に新奇性
があるだけであって，特別の考慮を払うべき新たな問題ばかりではない
との前提に立ち，伝統的法理論の適用によって解決される領域はそれに
よって処理すれば足り，解決がつかない問題についてのみ，契約，私的
取り決め，慣習，その他により広い意味での自己規制に委ねるべき7）と
考え方も重要と思われるからである。
　名誉殿町表現が，消極的なものであるにせよ何らかの形で「媒介者
4
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（interlnediary）」の関与を経て公表された場合として比較の対象として
取り上げられるのは，電話，電報，新聞，雑誌，ラジオ，テレビ等の大
規模メディアである。例えば，初期の判例では，名誉殿損表現が電報を
使って他者に公表された場合の電報会社ないしオペレーターの責任が問
われたケース8）があり，放送に関しても同様の問題が論じられた9）。名
誉殿損的表現につき，電報会社の責任を認めるとすると，その前提とし
て，電報会社のオペレーターは当該表現が名誉殿損に該当するか否かを
判断しなければならないことになり，通常通り処理するか否かの判断も
迫られることにもなり，自由なトラフィックに対する深刻な障害となる
ばかりでなく，調査に必要な遅滞は電報の目的を失わせてしまうのでは
ないかとも批判された10）。
　上記のような要請から，電報会社の重要性と高度の公的信頼性故に，
故意に基づかない（non－intentiona1）名誉鍛損のケースでは特権
（privilege）が認められるべきであり，そうしないと，メッセージ内容
が妥当であるとする専門家の法的意見があるようなケースでさえ，電報
会社が責任追及を免れなくなる恐れがあるのであり，電報会社は事実関
係を知るべき十分野地位にはないのであるから，メッセージの送り手を
訴えるよう原告に求める方がより公正であるmという立場が有力に主張
されるにいたる。この見解に基本的には同意しつつ，効率的電報サービ
スという公益に基づき，特権を認めることが最良であり，そのように解
釈しないと，電報会社あるいはその代理人は，メッセージの受付を拒絶
したことによる責任追及を受ける恐れがあるだけでなく，名誉丁田法に
通暁すべく強制することになるとの指摘もある12）。
　さらに時代が進むと，電報サービスの公益的性質やその反面として法
律上与えられている一種の特権的立場を考慮に入れる見解も登場してく
る。例えば，事実的または法律的視点から送り手のメッセージを分析す
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るようオペレーターに要求することの困難さと不便さは明白であり，他
方，電報が不可欠であることは，速度が価値の本質であること同様，疑
う余地はないことであって，その反面，電報会社は，差別的取扱や送信
時の過失につき罰則や罰金に関する制定法下で機能している。制定法に
よって電報会社に課されている強制と責任は，電報会社が名誉駿損訴訟
に巻き込まれることなく遵守できるとしなければ，覆し得なくなる13）と
の主張である。
　ここでは，伝統的不法行為法に修正を迫ったメディアとして電報会社
の問題を主として取り上げたが，そこでの議論はコモン・キャリアー般
にも共通性を有する。電報会社その他に対して認められた「特権」を根
拠に，名誉駿損法とコモン・キャリアの法的義務とのバランスを検討す
る立場がそれに当たる。もっとも，電報と電話との間では若干問題が異
なるのであり，名誉殿損に基づく不法行為責任から免責するための純粋
にテクニカルな正当理由は，電報サービスによりも電話会社のケースで
より強く認められるとする見方である。すなわち，電話サービスは本質
的には消極的（passive）なものであり，電話会社は通話内容を知らず，
電話使用時にメッセージの真実性についてそれぞれの顧客に問いただす
機会も持たないのであって，唯一当該顧客の電話が使われていることが
分かる程度であるのに対して，電報会社の場合は，メッセージ全ての伝
達とコミュこケーションにおいて積極的役割を演じる。担当者は伝達前
または伝達時に全てのメッセージを聞くか見るし，かつメッセージの受
取人について質問する機会も持っている14）という指摘である。
　理論構成や理由とするところは多少異なるものの，ここでの議論に共
通するのは，理論的には媒介者の公益性，それに伴って付与された法律
上の特権，あるいは公益的性質からの制約（差別的取扱禁止，監督官庁
の関与，その他），そして実際上の問題としても伝達内容を媒介者が知
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ることはほとんど皆無あるいは性質上不可能に近いということが名誉殿
損請求追及に対する免責的ファクターとして作用するのではないかとい
うことである。作用するとしても，サイバースペース上の名誉殿損のケ
ースで，公益とはどの程度考慮すべき要素なのかという問題も残る15）。
そこで，以下では具体的なケースを対象として，コモン・キャリアその
他の旧来型．メディア上の名誉殿損と，サイバースペース上の名誉殿損と
の相違点，共通点を検討したい。
7）本文に述べたような問題意識から，まったく新しい性質の紛争類型と従来か
　ちの問題の変形と考えちれる紛争類型を分け，特に前者については，立法的，
　司法的に解決するしかないものと，ある程度の無政府状態を承認しつつ，契約，
私的取り決め，慣習，規約，その他個人が行為を規制し得るための法律以外の
　メカニズムによる解決の可能性を検討するものとして，1．Trotter　Hardy，
　靭ηψos加η」且7’昭θ’ηz6　P箔oρ6r五69α1　R⑫露zθプbパ◎1ろ67砂αご〆；55　U．　Pitt．
　L．Rev．993，994－995（1994）がある。なお，各種紛争類型とそれに対するいく
　つかのモデルを対象とした議論について，拙稿「ネットワーク社会における紛
　争解決と法」早稲田社会科学研究第50号21頁（1995年）参照。
8）Western　Union　Tele．　v．　Lesesne，182　F．2d　l35（4th　Cir．1950）；Keeton砿
　α4sz4）ηz　note　3，　at　811－12．
9）放送に関しては，放送者が原稿を読んでいるかどうかの区別がなされた。も
　し放送者が原稿を読んでいるならば，書面による名誉殿損（libel）であり，
　放送者がその場でしゃべっている場合には口頭による名誉殿損（slander）と
　された（Laurence　H．　Eldredge，　The　Law　of　Defamation　83（1978））。なお，
　1ibe1の不法行為となると，それにより実損害を被ったことを証明しなくても
　成立するのに対して，slanderでは原則として「現実の損害」（「特別損害」）
　を被ったことを立証しなければ不法行為としては成立しないという違いがある
　（libelとslanderについては，望月礼二郎『英米法［新版］』233－237頁（1997
　年）参照）。今日では，テレビ局は，当該情報が原稿から読まれたものである
　か否かに関係なく，名誉穀損的表現の公表者として扱われるものと考えられる
　（Keeton　6’α4　supra　note　3，　at　113）。
10）Note，五励〃め（ゾα7擁gη助Co卿ρ碗yプb7乃襯∫〃z漉7¢gαD⑳η魏。りl
　M憾㎎6（ρ乙2）JP励ぬg名20　Colum　L．　Rev．369，374（1920）は，電報会社
　のオペレーターは当該メッセージが名誉殿損的であることを決定せねばならず，
　送信するか否かを判断しなければならないことであることは困難だとする。同
　様の指摘として，Perritt，　Jr，　sゆπmote　5，　at　166参照。
11）Elias　McGi1，八b’θ，ム勧’」吻（～〆7セ1¢g吻ぬCo〃ψα痂ε∫ノbγ’勿丁勉ηsη2ゴss／oη
7
　げ加ろ召Z側s痂舵ろ78U．　Pa．　L．　Rev．252，　at　255－256，
12）ムリ陀，〃6θZα舷3伽4〃P吻〃㎎εrQκα嫌θ4五励〃な・qズ7協9ゆ1zCoアη一
ρ朋yプb7　Tη露∫吻ガ∬’oηグムゴδ6Jo3偲〃65s㎎θ，43　Harv．　L．　Rev．144〈1929）．
13）William　M．　Martin，〈b’6，7セ1¢gη励碑ゴ7セ1励。麗s－Qz‘α1のαP吻’1禦（ゾ
　乃♂¢9幽妙1～Co窺加πツ’o　Tη％sη癖Dの陥泌013，ル菖θs∫㎎θ｝砺6箔召Sθ雇θ7お2Vb’
Pが蜘g嘱2Wash，＆Lee　L．　Rev．141，147（1940）．
14）J，S．，　No陀，”嘘”z67セ妙乃。ηθCo吻α7zy　Cεηso7’o／1び。∫4　L渤’1珈ゆγ
　〃ゐ6Z」Aη4θ2写。η〃．ムセz〃y∂漉7診1の130％θCo解ヵ碑y，38　Alb．　L．　Rev．316，318
　－19　（1974），
15）もちろんタイムリーなデータ伝達を強制する制約がサイバースペース上で課
　されているわけではないが，それでも電報サービスに関する議論が適用可能な
　場合がある　（Perritt　Jr．，ε3φ，ηnote　5，　at　167）。
　（2）サイバースペース上の名誉言損の具体例
　ここでは，オンライン上の表現について名誉殿損法の適用があるか否
かが争点となった最近のケースを数件取り上げる。
　最初の事件，Cubby　Inc．　v．　CompuServe　Inc．，776　F．　Supp．135（S．　D．
N．Y．1991）では，ユーザーの公表した名誉殿損的表現につき，商用オ
ンライン・サービスであるCompuServeの責任の有無が検討された。
本件は，最初の連邦裁判所判決である。第二のケースであるMed・
phone　v．　DeNigris，　Civil　Action　No．92－3785（D．　N．　J．1992）において
は，医療機器会社である原告は，被告がProdigyの電子掲示板上の
“Money　Talk”で原告に関する名誉殿損的表現を公表したことによって
原告の株価が急激に下落したことを理由に，Prodigyに対して損害賠償
を請求した。ただし，本件は1993年10月に和解が成立している関係上，
事案の詳細は必ずしも明らかではない。第三のケースはSuarez　Corp。
Inc．　v．　Meeks，　No．267513（Ct．　of　Common　Pleas　Ohio　1994）で，被告
がインターネット上に流したニュースレター中に「原告が詐欺行為を行
っていた」旨の記述があり，名誉二二責任の存否が争われた。本件で原
告は差止命令と損害賠償を求めたが，最終的には和解が成立している。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ネットワーク上の名誉殿損
この訴訟は，インターネット上でなされた名誉殿損事件としては，アメ
リカで最初のものであるとされる16）。第四のケースはStratton　Oak－
mont，　Inc．　v．　Prodigy　Service，1995　N．　Y．　Misc．　LEXIS　229（N．　Y．　Sup．
Ct．　May　24，1995）で，大手商用サービスの電子掲示板上において名誉
殿損表現が公表された場合において，プロバイダーまたはその被傭者の
有する編集権限，削除権限などが争点となっている17》。なお，本件では，
当該メッセージを投稿した者については当初被告とされていたものの，
後に他人がその者のアカウントを使って投稿したことが判明した時点で
アカウントの名義人を訴の対象かち外したため，Prodigyのみが被告と
して残る形になった18）。
　本稿では，便宜上，和解で決着はしたものの，インターネット上で最
初の名誉殿損事件とされるSuarez　Corp．　Inc．　v．　Meeksの事実関係を紹
介した後，Cubby　Inc．　v．　CompuServe　Inc事件，　Stratton　Oakmont，
Inc．　v．　Prodigy　Servlce事件の順序で事案と判旨を紹介することとした
い。
　Suarez　Corp．　Inc。　v．　Meeksの事実関係は概ね以下のようなものであ
る。新聞記者であった被告は，本来の仕事とは別にインターネット上で
Cyberwire　Dispatchというニュースレターを発行し，彼が発見したネ
ットワーク上の詐欺的行為等の紹介と批判を続けてきた。ある時，「サ
イバースペース上の詐欺師（Cybersucker）」その他の表題を付したニ
ュースレターで，彼は原告（及び彼の経営する会社）を非難する内容の
ニューレターを公表した。内容は，原告は被告を含む多くの人々に電子
メールを送り，インターネットへの無料アクセス権と一年500ドルの将
来利益を約束したため，これを受けた被告は原告が書いた本を含む159
ドルのパッケージの購入申込をした。原告はメールの中で，このパッケ
ージを購入すれば億万長者になれることを約束していたようである。被
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告のニュースレターが配信された直後，原告からの名誉駿損訴訟が提起
されたが，本件では，その後，訴訟費用を支払うことと，以後原告に関
する話題を扱う時には48時間前までにFaxで知らせることを条件に和
解が成立した19）。本件は，初のインターネット上の名誉駿損ケースであ
る点，ニュースレターという形式でかつ無償で提供されていたメディア
が紛争の場となっている点などで意義を持つものと思われるが，結果的
には和解が成立していること，ニュースレターの配付を現実に受けてい
た人間がどのくらい存在したか等の事実関係が不明なことを考えると，
先例的価値がどの程度認められるかは疑問である。
16）Iall　Barnes，　F名θ8身）8召01z　C伽glz’加’1zθAセ’P，　The　Independent，　Aug．22，
　1994．
17）その他に大手商用オンライン・サービスが訴えられたものとしては，Amer・
　ica　Onlineのケースがある。最近の裁判ではAmerica　Onlineに対して，スキ
　ューバダイビングのインストラクターに対する名誉殿損を理由に，名誉日月を
　理由とする損害賠償請求訴訟が提起されている（Constance　Johnson，1解og一
　纏。αzI7鹿7ηε’2’C万’ゴos　Sの・Sz‘薦αz〃0η一1ゴηθ助66漉，　News　Trib．
　（Tacoma　Wash．〉，Dec．6，1995，　at　E5，　available　in　1995　WL　12885884．）。具
　体的には，“Jenny　TRR”が投稿したメッセージは，当該リゾートにはマリフ
　ァナ中毒のスキューバ・インストラクターがいるという趣旨の内容を含むもの
　であったところ，内容を読めば該当者はマ人だけであったという事案である。
　これ以上の事実関係の詳細は不明であるが，America　Onlineは，実名以外の
　発言を認めていたため投稿者の実名は不詳であったが，開示が命じられたため，
　America　OIllille側は会員の実名を明らかにし，その結果，名誉殿損訴訟を免
　れたようである（Maxson，∫ゆηnote　l，　at　685，　n69）。
　　最近の判決として，Zeran　v．　America　Online，　Inc．，958　F．　Supp．1124（E．　D．
　Va，1997）がある。
18）Thomas　D．　Brooks，　A瞬¢C眈1珈8／6廼彦s老～Zη伽Zπ’θηz6た刀zθP励」∫o－
　F忽zθ・6エ）o‘’ガηθαη41）の〃3α蕗。πoηCoηzρκ’8プβ〃〃6’切Bo〃鉱∫，21　Rutgers
　Computer＆Tech．　L．　J．461，　II　A（1995）．
19）躍．
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　（3）Cubby　lnc．　v．　CompuServe　lnc．事件
　　（a）事実関係
　判決文によると，本件は，「コンピュータ・データベース上で公表さ
れた名誉駿損的表現を理由とする「文書による名誉殿損」（1ibe1），「ビ
ジネス上の信用殿損」（business　desparagement），「不正競争」（unfalr
compedtlon）に関する州籍相違訴訟」20）である。判決は，この三つの点
につき順次検討する。
　まず，事件の背景について見ると，被告CompuServeは，会員がパ
ーソナルコンピュータまたは端末からアクセス可能なオンライン上の一
般的情報サービスまたは電子ライブラリのCompuServe　Informatlon
Service（以下CIS）を含むコンピュータ関連の製品やサービスを開発
提供しており，CISの会員はCISで利用可能な数千の情報源へのアク
セスの対価として，会費および従量性の料金を支払う。会員は特定の話
題を扱う150以上のフォーラムにもアクセスでき，フォーラムは電子掲
示板（Bulletin　boards），オンライン上の双方向の会議，当該テーマに
関するデータベースからなる21）。
　その一つにジャーナリズム・フォーラムがあり，CompuServeとは
独立した存在であるCamereon　Communications，　INC．（以下CCI）は，
「CompuServeが定めた編集及び技術的基準，会議スタイルに適合する
ように」22），ジャーナリズム・フォーラムの内容につき「管理，調査，
書き込み，削除，編集，またはその他のコントロールを行う」23）旨，契
約していた。
　そして，ジャーナリズム・フォーラムの一部として利用可能なものと
して，放送ジャーナリズムとジャーナリストに関するレポートを提供す
る日刊のニューズレター，Rumorville　USA（以下Rumorville）があっ
たのであるが，Rumorvilleは，被告Don　Fitzpatrick率いるDon　Fit－
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zpatrick　Associates　of　San　Francisco（以下DFA）が出版するもので
ある24）。CompuServeは，　DFAまたはFitzpatrickのいずれとも，何
ら雇傭，契約またはその他直接の関係を有するものではないのであり，
DFAはRumorvilleをCCIとの契約に基づいてジャーナリズム・フォ
ーラムに提供している，と認定されている。CCIとDFAとの間の契約
では，Rumorvilleの「内容に関する全面的責任を負う」25）とされ，同様
に，契約によれば，DFAと直接的にメンバー契約をしているCISの会
員にのみ，Rulnorvilleのアクセスを限定することをCCIに求めてい
る26）。
　また，CompuServeは，　DFAがCompuServeのコンピュータ・バ
ンクにRumorvilleをアップロードし，事前に承認を受けている
CompuServeの会員に利用可能になる前に，　Rumorvilleの内容を見る
機会を有していない。CompuServeは，　Rumorvilleへのアクセスにつ
き，DFAが課金する利用料金に関しては何ら受領しておらず，かつ
Rumorvilleをジャーナリズム・フォーラムに提供することにつき，
DFAに報酬を支払っていない27）。すなわち，　Rumorvilleを会員に利用
可能にすることによってCompuServeが母け取るものは，会員が利用
した情報の如何に関係なく，CISの全会員に対して課される通常の従量
制料金と会費のみである。CompuServeの主張によれば，この訴訟が
提起されるまで，Rurnorvilleの出版またはDFAについて苦情の通知
はまったくなかった28），とされる。
　上記のような関係が継続していたところ，1990年，原告Cubby　Inc．
（以下Cubby）他は，テレビのニュースその他を編集して配付するため
に作られたコンピュータ・データベース，Skuttlebutを開発した。原
告は，1990年4月，Rumorv｛1王eはSkutt工ebutと原告側の一人である
Blanchardに関する虚偽かつ名誉を殿損する記述を公表し，
　12
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Co皿puServeはそのような記述をジャーナリズム・フォーラムの一部
として提供したと主張する29）。問題とされたのは，Blanchardは「従前
の雇傭主であるWABCから解雇された」，　Skuttlebutは「新会杜によ
る新手の詐欺（new　start－up　scam）」だとの記述であった30）。
　以上のような事実関係の下，原告は，前述のように文書による名誉早
計，Skuttlebutに関するビジネス上の信用殿損，及びSkuttlebutに関
する不正競争に関するニューヨーク法に基づいて，CompuServe及び
Fitzpatrickに対する名誉殿損の請求を行った。　CompuServeは，当該
表現の公表者（publisher）には該当せず，単に配付者（distributor）
であるに過ぎない，また，当該表現については関知せず，また知るべき
理由もないことを理由として，当該表現について責を負うことはありえ
ないと主張した。
　　（b）文書による名誉呼損αibeDに関する裁判所の判断
　裁判所は，CompuServeが公表者としての重い責任を負うか，ある
いは配付者として扱われるかべきかという対立点について，新聞，新聞
販売者，書店，図書館等の既存のメディアに関する先例を引用しつつ，
憲法第一修正31）との関連についても触れ，判断を下している。
　すなわち，一般に，「名誉殿損的事実を繰り返すか，その他の方法で
再配布する者は，最初に配布した者と同様の責任を負う」32）が，新聞販
売店，書店，図書館等全体に関して言えば，「ニューヨークの裁判所は，
名誉馬手となる出版物の販売者及び配布者は，当該名誉四四につき不知
かまたは知るべき理由を有しない場合にあっては責任を負わない」33）と
先例を引用した後，「配布者は，当該出版について責任を課され得る前
に，出版の内容に関する知識を有していなければならないという要件は，
第14修正によって州にも適用されることとなった第1月半に基礎を有す
る」34）と述べる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13
　そして，CornpuServeは本質的には，膨大な分量の出版物を伝達し，
当該出版へのアクセスの対価として会員から利用料金と開始を徴収する，
電子的かつ営利目的のライブラリである35）以上，CompuServeは，与
えられた情報を伝達することを拒否する余地がないわけではないが，実
際問題として出版物のコンテンツの編集にかかわるコントロールはほと
んどまたは全く有しなくなるし，このことは，特にCompuServeが
CompuServeとは関係を有しない会社が管理するフォーラムの一部と
して出版を伝達する場合には特に当てはまる36＞と結論付ける。
　結局，Rulnorvilleの出版に関して言えば，　DFAがRumorvilleの本
文をCOmpuServeのデータバンクにアップロードし，承認を受けた
CIS会員が即座に利用可能としているということは，当事者間に争いの
ない事実であって，CompuServeは出版に関して，図書館，書店，ニ
ューススタンド以上の編集権限を有しておらず，他の配布者がそうする
以上に，名誉駿損となる可能性のある表現に関して伝達する全ての出版
を検証することは不可能37）であるとする。
　本判決が明言するように，伝統的にとられてきた「配付者」としての
構成を取ることが確定すると，残る問題はRumorvilleに関する表現に
つき，CompuServeが知っているかあるいは知るべき理由を有してい
たか否か，ということになる。
　　（c）配布者（distributor）としての貴任に関する裁判所の判断
　前述のように，裁判所はCompuServeを図書館，書店，新聞販売店
などの従来の出版メディアと同一の枠組みを大手商用サービスないしプ
ロバイダーにも当てはめる立場を明確にした。本件でCompuServeは，
名誉七三と主張された表現につき不知かつ知るべき理由も有しなかった
ことは，特に，伝達される出版が非常に多数なこと，DFAがコンピュ
ータバンクにアップロードしCISの会員に利用可能とするスピードを
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考えるならば，争う余地のない事実であると主張する。この対立点につ
き，判決では，原告はCompuServeがRumorviHeの表現を知りまた
は知るべき理由を有していたことを立証するにいたっていない38）として，
基本的にはCompuServe側の主張を認めた。
　　（d）ビジネス上の信用殿下請求に関する裁判所の判断
　原告は，Skuttlebutに関連する新規事業を行おうとする者を思い止
まらせるための表現を意図的に行ったこと，すなわちビジネス上の信用
殿損があったことも主張の根拠の一つとしている。本判決によると，ニ
ューヨークでは「ビジネス上の信用殿町」という用語はほとんど用いな
いものの，原告申立と類似する不法行為的行為につき訴訟原因を承認し
てきたとされる39）。
　しかしながら，結論的には，原告の主張は認められなかった。判決に
よると，原告のビジネス上の信用殿損請求の実質は，Ruder＆Finn事
件で認められた名誉国損訴訟とも類似するのであるが，いずれの枠組み
にあっても，CompuServeがビジネス上の信用殿損について有責であ
るとするためには，名誉殿損的とされる表現をRumorvilleが公表する
ことについてCompuServeが知っていたか知るべき理由を有していた
ことを立証しなければならないとする40）。そして，CompuServeが
1990年4月のRumorvllleの表現につき知っているか知るべき理由を有
していたかどうかに関する決定的問題が存在していることを示す特別な
事実を提示できていない以上，ビジネス上の信用殿損に関しても
CompuServeの主張が認められると結論付けた。
　　（e）不正競争を理由とする請求に関する裁判所の判断
　原告は不正競争を理由とする請求を，1990年4月にRumorvilleに現
れたSkuttlebutに関連する表現に基礎づけている。原告の理論は，
RumorvilleはSkuttlebutと競合するものであり，料金を値下げするこ
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となく会員数を保持すべく，「Skuttlebutの信用殿損キャンペーン」を
始めたというものである41）。しかし，信用殿損出表現がなされたことは，
信用群肝を基礎とする不当競争を生じさせるための意図的なものでなけ
ればならないから，CompuServeは，　Rumorvllleの表現につき知って
いるか知るべき理由を有していない以上，原告の行う不当競争請求につ
き有責とはされないとの立場を示し，「文書による名誉殿軍請求」での
認定の通り，CompuServeが1990年4月のRumorviHeの表現につき知
っているか知るべき理由を有していたかどうかに関する決定的問題が存
在していることを示す特別な事実を提示できていない42）として，不正競
争を理由とする原告からの請求も否定した。
　　（f）使用者責任ないし代位責任に関する裁判所の判断
　CompuServe，　CCI，　DFAの問の代理関係に基づき，名誉殿学的表
現に関してCompuServeは代位責任（vicarious　liability）を負担する
旨主張するのに対して，CompuServeは，疑いのない事実によれば，
せいぜいDFAはCCIとは独立した契約者であり，　CCIはCompuSer－
veとは独立した契約者であって，その結果，　Rumorvilleに現れた表現
につき代位責任を負うことはないと主張した。
　本判決の基本的な枠組みは以下の通りである。すなわち，、代理関係の
本質的特徴は，代理行為は本人の指示と支配に服するということにあ
り43），対照的に，独立した契約者とは，独立の雇傭を行使するにあたっ
て，自身の仕事の生産ないし結果に関することを除いて，自分自身の方
法に従って一定の仕事を行うことを約束する者である44＞。雇用者が独立
の契約者の不法行為について代位責任を負うとされるためには，雇用者
は損害発生の原因となった行為を指示したか，または積極的行為，すな
わち関与につき積極的な役割を果たしていなければならない45）。本件に
即して考えると，CompuServe，　CCI，　DFAは互いに独立した存在な
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ので，争いのない事実に基づけば，裁判所はCCIもDFAも
CompuServeの代理人と考えるべきではなく，むしろCompuServeは
単にCCIがジャーナリズム・フォーラムの管理を行うことを契約した
のであるとする。すなわち，当該契約の下，CCIは「CompuServeが
定めた編集及び技術的基準，会議スタイルに適合するように」，ジャー
ナリズム・フォーラムの内容につき「管理，調査，書き込み，削除，編
集，またはその他のコントロールを行う」旨，契約していた以上，
CompuServeはジャーナリズム・フォーラムの内容の集積に関する管
理をCCIに委ねていたと解されるのである46）。つまり，基準に合致し
ないものをシステムから削除する契約の下でCompuServeが：最終的に
有する権利は，単にCCIの独立した作業の結果に対する支配を構成す
るにすぎず，このレベルの支配は代理関係のレベルを生ぜしめるに十分
なものであることになるし，同様に，CCIにジャーナリズム・フォーー
ラムを管理するのに必要なコンディションを与え，ジャーナリズム・フ
ォーラムに現れた情報に由来する請求につきCCIに補償することを
CompuServeに要求する契約条項は，　CCIをCompuServeの代理人と
するのに十分な程，CCIに対するCompuServeの十分な支配と，ジャ
ーナリズム・フォーラムに対する管理権を，生ぜしめるものではない切。
　以上のような理由から，CompuServeの代位責任も他の責任と同様
に否定された。
20）Cubby　Inc，　v．　CompuServe　Inc．，776　F．　Supp．135，　at　137（S．　D．　N．　Y．
　1991）．
21）Z鼠
22）配
23）躍．
24）鼠
25）1鳳
26）湿．
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28＞」弼．
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30）鼠
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　代表『BASIC英米法辞典』231頁（東京大学出版会，1993年）
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　CornpuServe　Inc．，　s3ψ7召note　20，　at　141）。
35）／4．
36）躍．
37）鉱「第一修正は配布者の出版を保護するものと長く承認されてきた。明ら
　かに数百の雑誌を全国に配布する者は，その配布する全出版物をモニターする
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39）判決は，Ruder＆FinnInc．　v．　Seaboard　Surety　Co．，52　N．　Y．2d　663，670－
　71，422N．　E，2d　518，522，439　N．　Y．　S．2d　858（1981）を引用する。同判決で
　は，「ある表現が，あるビジネスの信頼性，または信用を殿損する場合，名誉
　殿損を理由とする訴訟理由が存在する」（厄at　862）ことを明らかにするもの
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　である。
40）Cubby　Inc，　v，　CompuServe　Inc．，　sゆγαnote　20，　at　142．
41）　Zと乙　at142．
42）配
43）1η名θShulman　Transport　Enterprises，　Inc．，744　F．2d　293，295（2d　Cir．
　1984）．
44）Murray　Hill　Films，　Inc．　v．　MartinairHolland，　N．　V．，1987　U．　S．　Dist．
　LEXIS　6500，7－8（S．　D．　N．　Y．　July　17，1987）（quoting　Dorkin　v．　American
Express　Cα，74　Misc．2d　673，675，345　N．　Y．　S．2d　891，894（Sup．　Ct．1973），
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46）Cubby　Inc．　v．　CompuServe　Inc．，　sゆ駕note　20，　at　143．
47）財
　（4）Stratton　Oakmont，　lnc．　v．　Prodigy　Service事件
　　（a）事実関係
　1994年10月23日及び25日，大手商用サービスProdigyにおける
“Money　Talk”という電子掲示板上に，特定不能な掲示板利用者が原告
に関するメッセージを投稿した。その内容は，第一に，証券投資会社た
るStratton　Oakmont，　Inc．（以下Stratton）及び同社社長Daniel　Por－
ushは，　Solomon・Page　Ltd．の株式第一期公募に関連して犯罪及び詐欺
行為を行い，第二に，Solomon－Pageの公募は刑法上の詐欺となる事項
を含み，Porushは間もなく犯人と立証されるだろう，というものだっ
た48）。そこで，原告は，Prodigy，公表の場となった電子掲示板のオペ
レーター，及び前述の表現を投稿した特定不能な当事者49）に対して本訴
を提起した。本訴において，第一に，Prodigyは前述の表現の公表者と
なり得るか，第二に，メッセージが投稿されたコンピュータ上の電子掲
示板のボードリーダーであるEpsteinは，　Prodigyの代理人としての現
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実かつ明白な権能を持って行動したのか否か，についての部分的判決を
求めた原告の主張の当否が争点となった。
　判決文によれば，少なくともProdigyは200万入の会員を有するコン
ピュータ・ネットワークであり，会員がProdigyの掲示板に多く集ま
っていることには争いがない。前述の表現が現れた掲示板上の“Money
Talk”は，申立によれば，アメリカの主要かつもっとも広く読まれて
いる金融に関する電子掲示板であり，そこでメンバーは，株式，投資，
他の金融事項に関して投稿し，情報交換していた。Prodigyはボードリ
ーダーと契約し，ボードリーダーは掲示板における議論に参加し，利用
を促進しユーザーを増やす努力をすべき義務を負うものとされた。名誉
二才的と申立のあった表現が投稿された時点における“Money　Talk”
のボードリーダーは，Charles　Epsteinであった50）。原告主張の基礎は，
Prodigyは1990年に始まった大規模なオンライン・サービスであり，反
面，家族的雰囲気志向のコンピュータ・ネットワークであるということ
である。すなわち，当時新聞などで公表されていたProdigy側作成の
文書によれば，Prodigyは「コンピュータ上の電子掲示板上に投稿され
たメッセージの内容について編集コントロールを行うオンライン・サー
ビスである」ことを明確iにしており，このことによってはProdigyは
同業他社とは異なるものとなり，かつ明らかに新聞に近いものとなって
いる。原告は，Prodigyによる上記文書等は，自白（admissions）であ
り，十分な文書と証言によってこれら論文は原告が一応有利な事件
（prima　facie　case）であると主張する51）。
　Prodigyはこれに反論して，　Prodigyのポリシーは1990年以来変化，
発展しており，本件投稿の時点では既に前出文書のようなポリシーは取
られていなかったと主張する。
　原告はさらに，Prodigyは出版者であるとの主張を補強するための以
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下のようにも追加的に主張する。すなわち，①ユーザーに対する「侮辱
的な投稿」を差し控えるよう求め，かつ「他のメンバーを困惑させ，不
快感を与え若しくはコミュニティーの基準に著しく反し，または調和の
取れたオンライン・コミュニティーの維持にとって有害とされるノーツ
は，Prodigyがこれを知ったときには，削除される」旨伝える「コンテ
ンツ・ガイドライン」を公表していたこと，②掲示板への全ての投稿の
中の攻撃的な言葉を事前に自動的にふるい分けるためのスクリーニング
プログラムとしてのソフトウェアを使用していたこと，③当該ガイドラ
インを参加者に遵守させるように行動することを契約によって義務付け
られたボードリーダーを採用していたこと，④「勧誘，不適切なアドバ
イス，侮辱，誤った話題，流れから外れた話題，悪趣味，その他に分類
される」メッセージを削除し，予め用意された説明のためのメッセージ
を送る「緊急削除機能」として用意されたボードリーダーのためのツー
ルの存在につき，Epsteinが証言していること，等の事実である‘2）。
　　（b）Prodigyは出版者に該当するか否かに関する裁判所の判断
　名誉駿損を繰り返し，または公表する者は，最初に公表した者と同様
の責任に服するものとされ53），これと対照的に，書店や図書館のような
配付者は，当該名誉白墨的表現を知っているかまたは知るべき理由を有
している場合にのみ有責とされる54）。名誉殿下的メッセージの配布者，
または配達者は，消極的ないわば「導管（conduit）」と考えられ，過失
なきときは有責とはされない55）として，印刷者は当該アーティクルの名
誉殿回議性質を知らずまた知るべき理由を有していたとの証拠がないと
して，名誉殿損的と主張されたアーティクルを含む新聞の印刷者に対す
る請求を棄却した事案56）を引用する。しかしながら，ニュースや論評，
広告の場合にはこのような法理は適用されないとして，例えばあるニュ
ースが新聞に掲載されるかの選択や新聞の内容に関してなされる決定は
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編集コントロール及び判断の行使であり，Prodigy事件でもProdigy
が新聞と同様の責任を負うものとみなし得るほどに，電子掲示板につい
て十分な編集コントロールを行使していたという推定（prima　facie）
が立証されるか否かが重要だとする。
　そして，編集コントロールないし権限ということに関して，本判決は，
Prodigyの主張を認めなかった。すなわち，第一に，従来のポリシーは
本件投稿時点で既に変更されているというProdigyの主張に関して，
裁判所は，投稿に先立つ全メッセージを手作業によってレビューすると
いうかつてのポリシーは原告が名誉畏損と主張するメッセージが投稿さ
れる遙か前に変更されているとの主張を証明するだけの文書または詳細
な説明，及びそのような変更を知らせるニュースは公表されていないと
認定している。第二に，Prodigyは，電子掲示板に投稿される一日あた
り60，000という大量のメッセージからすると，メッセージの手作業によ
るレビューは実行不可能であること，ボードリーダーはガイドラインに
違反するメッセージを削除し得ることは認めるものの，ボードリーダー
は「編集者」として機能してはいないこと，さらに一般論として，裁判
所は十分な検討なしにこのように発展中のコミュニケーション・メディ
アに直接的インパクトを与え得る問題を決するべきではないこと，を主
張した。この点に関する裁判所はCompuServe事件に依拠するものの，
結論的にはCompuServe事件とは反対の判断を下し，　Prodigy側の責
任を認めた57＞。
　　（c）CompuServe事件との相違点
　CompuServe事件とProdigy事件の結論を左右する違いは，判決に
よれば二つあるとされる。第一に，Prodigyは，自ら社会一般及びメン
バーに対して，コンピュータ上の電子掲示板の内容をコントロールする
ことを明らかにしていること，第二に，Prodigyはこのようなコントロ
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一ルを，投稿されたメッセージの自動ふるい分けプログラムの使用とボ
ードリーダーが強制しなければならないガイドラインを通じて行ってい
たことである。すなわち，攻撃的であり，または不快感を与える可能性
ある表現を電子掲示板から削除するためのテクノロジーとマンパワーを
積極的に用いることによって，Prodigyは明らかに内容に関する決定を
行っており，そのような決定は編集コントロールと評価し得る。それ故，
本件においては，CompuServe事件とは異なり，　Prodigyは配付者で
はなく出版者であると決定せざるを得ない58）とされた。
　　（d）編集コントロールに関する他のメディアとの比較
　まず，テレビの全国ネットの制作局と地方の系列局が放送内容につき
名誉殿損を理由とする賠償請求を受けた判決59）との対比が論じられる。
比較の対象とされた判決は，リンゴ栽培業者がテレビの全国ネットの制
作局及び地方局を，ネット局が制作し地方局が放送した取材レポートが
名誉殿損であるという理由で訴えたというケースである。記録により認
定されたところによると，地方局は制作局（CBS）との契約によって
編集コントロールを行使する権限自体は有してはいるけれども，その編
集権限を放送について行使しなかったこと，西海岸との3時問の時差に
よって編集する機会も事実上なかったこと，実際に過去にはネットワー
クの番組につき権限を行使したことはあるものの，本番組に関しては例
外であったこととされる。裁判所の認定によると，もし地方局が送られ
ている映像を継続的にモニターしかつその時々に裁量権を行使するため
には，十分な知識と法律的な明敏さ及び専門家へのアクセスを有するフ
ル・タイムの編集委員会の常時の設置を地方局に強いることになるとす
るならば非現実的であるとされる。さらに，経済的意味で非現実的であ
るばかりでなく，メディアの表現権及び大衆の知る権利に権利に与える
との理由から，地方局の責任は否定されている60）。
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　対照的に，判決では，本件Prodigyは，送られてくるメッセージを
継続的にモニターする能力を有し，かつ実際に投稿をチェックすること
に旧聞を費やすボードリーダーという編集スタッフが明らかに存在して
おi），実際，Prodigyの自動スキャニング・プログラム，ガイドライン，
ボード・リーダーに関する現行のシステムは，そのような検閲に法的責
任が課されると解しないと，サイバースペースにおける自由に深刻な影
響を有しかねない61）と述べ，Prodigyの責任を認める。
　判決は，「コンピュータ電子掲示板は一般的に書店，図書館，ネット
ワークの地方局と同様のコンテクストと認められるべきであ」り62），そ
れはProdigy自身のポリシー，テクノロジー，そしてその決定のため
なのであると結論付ける。事案としては類似しながら，結果的には編集
コントロールの利益を得るというProdigyの意識的な選択は，そのよ
うな選択を行っていないCompuServeや他のコンピュータ・ネットワ
ーク以上に重い責任に自らをさらしてしまったことになる。
　　（e）ボードリーダーの地位ないしProdigyとボードリーダーの法的関係
　本件訴訟において，名誉殿損的発言を放置したボードリーダーの責任
を検討する前提として，求められている何らかの作為及びメッセージの
削除という目的から見て，当時のボードリーダーのEpsteinがProdigy
の代理人であるか否か，が問題とされる。本件判決は，「代理は，一方
当事者が他方当事者に対して彼または彼女のために行動することを許容
し，そのコントロールに服し，相手方がそのように行動することを同意
することを表示することによって発生する法的関係である」との定義に
従う63）。具体的にProdigyとボードリーダーとの間の「電子掲示板の
ボードリーダー合意」を見ると，ボードリーダーに求められるものとし
て，①毎月最低120はメッセージを書くこと，②毎月Prodigyにレポー
トを提出すること，③Prodigyが規定する手続に従うこと他，合計11
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項目の義務が規定されている。また，全てのプロモーションの努力につ
いて事前のProdigyの同意を必要としていることに加え，「Prodigyの
代理人となるわけではないが，ボードリーダーとしての行動はProdigy
に反映される」「ボードリーダーとしての活動全てについてボードリー
ダーのみが責任を負うものとする」「Prod1gyは，（本合意に違反しない
限りにおいては）一般的事項としてボードリーダーとしての活動をサポ
ートするが，ボードリー1ダーとして行った（あるいは行わなかった）こ
とについて何ら責任を負わない」「ボードリーダーの行為によって，ま
たはそれに関連して生じた訴訟費用，責任を認める判決については
Prodigyに損害を与えないことに合意する」「ボードリーダーとなるこ
とによって，Prodlgy　Service　Companyの被用者，代表者，または代
理人となるわけではなく，かっそうであると合意または主張しないこと
を合意する」といった具体的条項も含まれていた64）と言う。
　しかし，判決は，いわば「魔除け（talismanic）」の文言から法律関
係が決定されるわけではなく，当該関係の実態を見なければならない65）
とした上で，一丁当事者が十分な程度の自由裁量を保持し，、他方をコン
トロールしている場合には，本人一代理人関係は存在するのであり66＞，
一方が独立した契約者であるか否かは，その者が代理人であるか否かに
よって決定されるものではない67）と述べる。
　結論的には，Prodigy社員の証言，　Prodigyの作成にかかる文書，ガ
イドラインにつき，Prodigyは争うことはできず，少なくとも“Money
Talk”ないし電子掲示板をモニターし編集するという限定的目的のた
めには，Prodigyは当該ボードリーダーの行動を指揮しコントロールし
たことに疑いの余地はない68）ものとされた。
　　（f）判決後の両者の対応
　上記判決後，195年10月24日，Prodigyは和解に応じて原告への謝罪
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を発表したが，原告は被告からの再弁論の要求には応じず，判決の効力
には影響はなかったようである69）。
48）Stratton　Oakmont，　Inc，　v．　Prodigy　Service，1995　N．　Y．　Misc．　LEXIS　229，
　at＊1（N．　Y．　Sup．　Ct．　May　24，1995）
49＞判決文から明らかではないが，前述のように，何者かがアカウントを勝手に
　使って，アカウントの名義人になりすまして投稿したようである。すなわち，
　最初付されていた．名前は“David　Lusby”という実在の人物の名前で，彼は以
　前Prodigyでソフトウェアのテストを担当していたが，1991年に退社し，現
　在フロリダに在住していた。Prodigyは，退社時にアカウント抹消手続をして
　おらず，そのため探稿者を追跡調査する手段はなかったと言う。最初の投稿演
　ロングアイランドまたはニュージャージーからのものであったと判断したため，
　Lusbyは投稿者ではないであろうことにProdigyは後に気づいたということ
　のようである（MaxsQn，53ψηnote　1，　at　687）。そのために，原告も後になつ
　てLusbyを名乗る正体不明の人物を訴訟から外した（Brooks，∫ゆηnote　18，
　II　AJ。実質的な匿名投稿という意味でも，本件は先例のない異常なケースと
　言える（Maxson，躍．）。
50）Stratton　OakmQnt，　Inc．　v　Prodlgy　Service，5ゆフηnote　48，　at＊2一＊3．
51）　／と」．at　＊4．
52）　14．at　＊5一＊6．
53）Cianci　v．　New　Times　Pub．　Co．，639　F2d　54，61；Restatement，　Second　Torts
　§　578　（1977）．
54）裁判所は，Cubby　Inc．　v．　CompuServe　Inc．，5％ρηnote　20，　at　776を引用す
　る。先例としては，Auvil　v．　CBS　60　Minutes，800　F．　Supp．928，932（E，　D．
　、Vash，1992）。
55）Stratton　Oakmont，　Inc．　v．　Prodigy　Service，　szφ履note　48，　at＊6．
56）Misut　v．　Mooney，124　Misc．2d　95，475　N．　Y．　S．2d　233．
57）Stratton　Oakmont，　Inc．　v．　Prodigy　Service，　sゆηnote　48，　at＊7一＊8．
58）　躍．at　＊10．
59）Auvil　v．　CBS　60　Minutes，5ゆ耀note　54．
60）　」磁．atg31－932．
61）Stratton　Oakmont，　Inc．　v．　Prodigy　Service，∫ゆηnote　48，　at＊12．
62）　1と！．at　＊13．
63）Maurillo　v．　Park　Slope　U－Haul，194　AD2d　142，606　N，　Y．　S．2d　243；
　Restatement（Second）of　Agency§．1．
64）Stratton　Oakmont，　Inc．　v．　Prodigy　Service，∫ゆηnote　48，　at＊14一＊15．
65）Matter　of　Shulman　Transport　Enterprises，　Inc．，33　B。　R．383，385，ψ’4744
　F2d　293．
66）Garcia　v．　Herald　Tribune　Fresh　Air　Fund，　Inc．，51　Ad　2d　897，380　N．　Y．
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　S．2d　676．
67）Coユumbia　Broadcasting　System，　Inc．　v．　Stokely－Van　Camp，　Inc，，522　F、2
　d369；Ackert　v．　Ausman，29　Misc　2d　962，218　N．　Y．　S．2d　822，ψ．420　Ad
　2d　850，247　N．　Y．　S．2d　999．
68）　S亡ratton　OakmGnt，　Inc，　v．　Prod｛gy　Service，5笏ク朋note　48，　at＊ユ8．　Prodigy
　とボードリーダーとの関係の実態に関して，ボードリーダーはガイドラインに
　従うことを求められること，及びProdlgyはボードリーダーの活動に関して
　「管理機能〈management　function）」を行使すると理解していたことが，担
　当社員の証言で明らかになっている。さらに，ボードリーダーの上司にあたる
　社員の証言によれば，Prodigyは，後にガイドラインを修正するとともに，
　1994年10月付けで多くの技術用語や手続の説明及び以下のような警告を記述し
　た28ページから成る「ボード11一ダー・サバイバル・ガイド（BuUetln　Board
　Leader　Survivai　Guide）」を作成し，その中には「何があるか分からず，また
　は何をすべきか分からない場合には，質問できるまで放置せよ」との表現もあ
　つたと言う（at＊17）。
69＞　Maxson，∫ゆπτnote　1，　n106．
　（5）二判決に対する評価
　以上のように，両判決は結論を異にする。その理由としては，第一に，
CompuServe事件では，オンライン・サービス上の表現についてプロ
バイダー側が表現に修正を加えることはなく，かつ特定の掲示板ないし
フォーラムのボードリーダーやオペレーターとの間の関係は比較的希薄
であったのに対して，Prodigy事件ではオンライン・サービス上の表現
を編集することがあり，かつボードリーダーとの間で直接の監督関係を
有すること，があげられる。一言で言えば，直接的コントロールの有無
が結論に大きな影響を与えたものと見られる70｝。第二に，Prodigy事件
では，問題発言をチェックし削除するための自動ふるい分けプログラム
を使用していた点と，それに関連して，家族的雰囲気のサービスを強調，
志向するProdigyは，特に狸褻表現を誘発しやすい電子掲示板やフォ
ーラム自体を提供していなかった点も裁判所の結論に顕著な影響を与え
たとされる71＞。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　27
　一般的評価としては，プロバイダーにつきこれを配付者ととらえ，書
店，図書館，新聞販売点等と同様の判断枠組みを採用するCompuSer－
veに対する評価が高いようである。ただ，　CompuServe事件の結論そ
のものは妥当であるとしても，その判旨は類似の事実関係に限定される
べきであって，オンライン上の名誉殿損問題一般には適用し得ないと言
う主張が多いとされる72）。Prodigy事件に対しては，当然のことながら，
プロバイダーないしオンライン・サービス側からの強烈な批判が起こり，
その余波は1996年Telecommunications　Act制定時の業界側からの強
いロビー活動という形でも現れた。同法は，「インタラクティブ・コン
ピュータ・サービスのプロバイダーまたはユーザーは，他のプロバイダ
ーの提供する情報については，公表者またはスピーカーとして扱われ
る」（Telecommunications　Act　of　1996，　Pub．　L．　No．104－104，230（c）
（1），110Stat．56）とする規定や，狼褻表現や過度に暴力的な表現，好
ましくない表現等を削除するための自発的努力については有責とされな
い旨の規定（230（c）（2）（A））を含む結果となったが，同法について
は憲法第一修正違反とする判決が下り，施行の暫定的差止命令も出てい
る。また，インタラクティブ・コンピュータ・サービスという語の定義
（「情報サービス，システム，たまはコンピュータ・サーバーへの複数ユ
ーザーのコンピュータによるアクセスを提供若しくは可能にするアクセ
ス・ソフトウェア・プロバイダーを意味し，インターネットへのアクセ
スまたは図書館若しくは教育機関がオペレート若しくは提供するシステ
ムまたはサービスを合む」）が曖昧であり，本規定による免責を受け得
る者の範囲が明確でないとの批判もある73）。
　Prodigy事件判決が与えた教訓を考えるならば，プロバイダーとして
は，名誉殿損的表現が公表されないように事前に詳細な規準を作成して
おくかその他の方法で編集コントロールないし監視を強めるか，あるい
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は逆に編集コントロールを全く持っていない状態を作り出すべく，一歩
引いたスタンスをとるかの困難な選択を迫られる結果になることは間違
いないところであり，その意味でもProdigy判決の持つ実際上，理論
上の影響は多大なものがあると言えそうである。
70）Siderits，　sゆ2ηnote　1，　at　1076；Perritt，　Jr．，　supra　note　5，　at　169－170．なお，
　編集コントロールそのものは争点とされるべきでなく，むしろ，プロバイダー
　側（ボードリーダー他）が名誉殿知的表現を知っていたか否か，如何に対応し
　たかが重視されるべきであるとする批判がある。この批判によると，
　CompuServeを書店と類似するものとして配付者枠組みを適用するのは，書
　店の場合には少なくとも書棚に並べるべき本を選定することによって自らのイ
　ニシアチブによるコントロールを行使しているのに対して，プロバイダー側は
　そのような意味におけるコントロールは有していないという相違点を無視する
　ものだとの批判がある（Maxson，534，ηnote　1，　at　689）。
71）　Sider｛ts，毎．
72）CompuServe事件の論理と結論は学説の大勢に従うものであり，それ故，
　名誉駿損やプライバシー侵害のケースで適用可能な規準を示すものであるとさ
　れる（Perritt，　Jr．　s％ρηnote　5，　at　271．。なお，　Siderets，鼠及び同所n81であ
　げられている論文参照。
73）Maxson，　s％ρπmote　1，　at　691．
3　ネットワーク上の名誉殿損に関する学説
　（1）伝統的法理論の適用可能性
　サイバースペースにおける名誉殿損法を規律する明確な法原則は存在
せず，上記二判決はサイバースペースにおける名誉殿損へ司法的にアプ
ローチすることを試みるが，いずれも様々な批判を免れていない。政府
はサイバースペースでの名誉畏損を規律すべく試みたものの，憲法違反
との司法的評価がなされたことも前述の通りである74）。要するに，いか
なる法的制度がサイバースペースにおける名誉殿損を規律するかという
問題に対する決定的回答は現状では存在していないことになる7萄。
　この問題を検討するにあたっては，他のメディアに関して生成・展開
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されてきた理論適用の可否の考慮が出発点となろう。サイバースペース
は，裁判所がかつて直面したことのないコミュニケーション・メディア
であるため，そこで行われる名誉殿損は法理論に対してユニークな挑戦
を行っているとも評価し得るところである。そこでまず伝統的な判断枠
組みを概観すると，第一に，一次的出版者ないし公表者（primary　pub－
lisher）は，出版・公表したものの内容について責任を負うとされる。
この基本枠組みは，Prodigy事件が採用するところであ｝），もしプロバ
イダーが，十分な編集権限を有し，主体的に内容の管理・運営に当たっ
ているというように，まさに出版社類似の実態を有している場合には，
従来通りの判断枠組みを規準とすることも十分可能であろう。第二に，
情報の二次的出版者ないし公表者，またはまたは情報の伝達者（dis－
seminator）は，もし自ら当該表現が名誉殿損的であることを知ってい
る場合には，名誉殿損的表現を配付，流通させたことについて有責とな
｝）得る。前述したように，この枠組みはCOInpuServe事件判決で取り
入れられている。サイバースペース上の問題が全て新奇なわけではなく，
従来の法理論の適用で処理できる場合が相当多いことは疑いなく，例え
ばE－mailによって名誉殿損が行われとしても，　Fax，郵便，電報等の
既存メディア上のケースと異なった取扱をする必要はないことは当然で
ある。しかし，それにもかかわらず，旧来のメディア上のケースと違っ
た考慮が必要な場合は現状でも少なくないし，将来的にも新たな問題は
発生することも同様に確実な事実である。
　ここに，少なくとも名誉殿損と著作権侵害の事案については，サイバ
ースペース特有の問題があり，その意味で既存法理の適用によっては妥
当な評価が困難な，「新しい」紛争類型だとする見解がある。それによ
ると，第一に，書店や図書館等，現実空間における媒介者的地位にある
存在に関する名誉殿損責任ルールの背後にあるポリシーは，通常は，媒
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介・伝達する表現内容の名誉駿損的性質を知りまたは知るべき理由を有
していない場合には有責とはされるべきではないという前提に基づいて
いるが，このような少なくとも過失の存在を前提する要件には疑問の余
地があると言う。すなわち，書店は数千のタイトルを扱い，それぞれ数
百ページであり，ほとんどはデジタル化されていないので，全ての書籍
の全てのページをレビューすることは現実的ではないと言えるし，サイ
バースペースにおける電子掲示板はそれほど統一的ではなく，メッセー
ジ検閲の現実性も異なり得る。例えば，電子掲示板は数千のメッセージ
を伝達し得るが，それぞれはせいぜい数行である場合もあり，かつデジ
タル化されている。一般の書店の場合とは異なり，電子掲示板では，コ
ンピュータ化されたテキスト検索技術を使ってメッセージを検閲するこ
とが可能であるし，管理者によっては，利用料金を徴収することなく，
通常のデスクトップ・コンピュータ上で電子掲示板を運営し，少数の使
用しかない場合もある。そのようなケースでは，必ずしも好ましいもの
ではないとしても，現実にそれらを読むことによって，「手作業で」シ
ステム上の全メッセージをレビューすることも実行可能ではある。他方，
日々数千のメールを扱うProdigy，　America　Online，　CornpuServe等
の大規模商用サービスもある。CompuServe事件で裁判所が結論とし
て述べているように，上記大規模サービスが全メッセージを検証するこ
とは不可能であり，オンライン上の電子掲示板を書店に考え方の類推に
よって規律するのは現実的でないという指摘されるところである76）。
　第二に，書店またはニューススタンドに類似する性質は確かに有する
ものの，それでも大規模商用サービスは社会にとって新しいものなので
あり，その社会的価値も十分確立したものではないと指摘される77）。こ
こで興味深いのは，書店は出版物の全内容について検閲する必要がない
という裁判上の判断は，書店は社会にとって非常に有用なサービスを提
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供しているという前提に暗黙のうちに基づいているという指摘である。
すなわち，裁判所には大規模サービスの利益が必ずしも理解されておら
ず，そのため，それらのサービスの社会に対する価値について同様の直
観的理解に依拠することができないのだと言う78）。
　第三に，プロバイダーやシステムオペレーター等のサイバースペース
上の媒介者と現実空間における他の媒介者との間の相違点として，後者
がコモン・キャリアだということがあげられている。コモンキャリアは
メッセージを伝達する以外の選択を有せず，社会一般に対して同一条件
でサービスを提供するよう合意していること引き換えに，ある地域で独
占的地位を占めることが可能であるだけでなく，名誉殿損，プライバシ
ー，著作権侵害訴訟から免責されているという現状のシステム下では，
全ての個人または会社が容易にサイバースペース上の媒介者となり得る
現実で，従来のコモン・キャリアに関して展開されてきた判例理論を，
サイバースペースで適用することに無理があるのではないかという指摘
である79）。現実的に，多くの小規模電子掲示板は，アクセス料金も取っ
ておらず，サービスに関する統一料金というコモンキャリアのコンセプ
トは採用し得ないのであって，最終的に，小規模サービスまで含めてコ
モン・キャリアと同様の判断枠組みで問題を処理するのは，ほとんどの
小規模サービスにとって相当でなく，かつ競争が激烈化する結果，大規
模商用サービスにすら不要な規制による対応のきっかけとなる結果に終
わる可能性もあるとの指摘もなされている80）。
　第四に，サイバースペース上の電子掲示板と通常の書店との現実的な
相違点もあげられる。すなわち，全ての書店とニューススタンドは信頼
に足る出版社（ビジネスを継続し，規則的かつ予測可能な基礎に基づい
て素材を供給し続けることのできる出版社）から出版物を入手するのが
当然であって，書店以外の一般小売店同様，書店は，確実な入手元から
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のみ出版物を入手することに対する強いインセンティブを持つ。そして，
書店がこのように自己の利益のために行動する結果，出版内容による名
誉殿損被害者は，ほとんどのケースで出版社に対して名誉殿損に基づく
損害賠償を請求することが可能になってくるのであり，被害者としては
書店を引き込むことに強いインセンティブは存在しないと言う8η。
　このように，①名誉他損的内容のメッセージを検閲できるか否かはサ
ービスによって異なること，②現実空間の媒介者の社会的価値は，オン
ライン上の媒介者によりもはるかに確立されていること，③現実空間の
媒介者であるコモン・キャリアは，サイバースペースの典型的なシステ
ムオペレーターとは異なり，独占的地位を有していること，④被告とな
る可能性のあり，かつ支払能力を有する出版社は現実空間の媒介者状況
に存在し得るが，これに対してサイバースペースではほとんど存在しな
いこと，という四つの理由から，媒介者としてのプロバイダーないしオ
ンライン・サービスとその管理者に関連する名誉殿損やプライバシーに
関する法的ルールは全く不確実なものであると総括されている82）。
　必ずしも全ての学説が以上の指摘を是認しているわけではないが，学
説の多くが少なくとも上記と類似する問題意識を共有しているものと思
われる。以下では，サイバースペースの特性を考慮しつつ，それに応じ
た議論や名誉殿主に関する具体的判断規準を提示する学説を順次検討す
る。
74）インターネットに対する政府の規制に賛成ないし容認するのはユーザーの6
　パーセントにすぎないことを明らかにする調査結果がある。一方，ユーザーの
　三分の一は自己規制が望ましいとする（James　Kim，∫漉吻8’1兆薦E齪07
　S6静㎎磁’foη，　USA　Today，　Sept．12，1995（Money），at　IB）。
75）Maxson，　sゆηnote　1，　at　677．
76）Hardy，　sゆ箔αnote　7，　at　1002－1005．
77）　14．at　1004．
78）鼠
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79）厄
80）Henry　H．　Perritt，　Jr．，：τ10γ’〃のガ」め㌧下舵Fど席・4〃z6η4彫6配，嗣ゴE9～4α♂
　丑ccθs∫’o　E♂66’70η∫6　Nθ’zし，o漉，5Harv．　J．　L＆Tech．　Spring　1992，　at　94－95．
81）Hardy，5ゆ7ηnote　7，　at　1005．
82）鼠
　（2）具体的ガイドラインの提唱
　問題が顕在化し始めた初期の段階で，従来のメディアに適用されてき
た法理と，電子掲示板の特性を検討した上で，詳細な責任要件を提示す
るものがある83）。ここでは，プロバイダー，オンライン・サービスは参
加者が電子掲示板上に公表した名誉千僧的メッセージにつき責任を負う
か否かという問題に対しては，他のコミュニケーション・テクノロジー
に適用されてきた責任規準を参照することによって回答可能であるとの
主張を取り上げる84）。
　この見解は，現行名誉殿解法の電子掲示板への適用に関しては，第一
に電子掲示板技術を用いて公表した名誉駿損表現につき，電子掲示板を
利用してメッセージを送った者は有責か，そして有責とされるべきか，
第二に，それを放置する形で再公表したプロバイダーは名誉殿損的方法
でなされた再公表に関する現行法の下で有責なのか否かが問題になると
ころ，実際にプロバイダーが有責ときれるか否かの規準は明確ではない
との出発点に立つ。そして，他のメディアに関する法理論を分析した結
論として，サイバースペース上では個人の名誉に対するリスクが他のメ
ディアと比較して高度になり得ることを考慮すると，「電子掲示板に特
に適した過失規準」が確立されるべきだとする。すなわち，原則として，
電子掲示板に関する過失規準は，プロバイダ及び参加者にその権利義務
を十分正確に告知した上で策定されている場合に限り意味を有するので
あり，商用サービスの電子掲示板の「合理的システム・オペレーター」
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規準（または「合理的コンピュータ・サービスbureau」規準）には，
最低限の事前の注意義務，名誉与国か否かが問題となり得る情報が真実
か虚偽かをシスオペが確認する機会，及び商事上の理由から参加者の名
誉を殿損が殿損されている状態を継続することによって名誉殿損的事実
の：再公表の継続を許容している時点において，合理的な事前の注意を持
ってシスオペが認容して待つことができないであろうある程度の確実性
などが含まれていなければならないとする85）。責任の存否を決定する際
の具体的規準は以下の通りである。
　すなわち電子掲示板を運営するプロバイダー等は，以下のいずれかの
要件が充足された場合には，電子掲示板上の名誉翠黛的表現が原因とな
って発生した損害にっき有責とされるものべきである。
　①電子掲示板への参加者の氏名とアドレスがオペレーターに分かるよ
うな形のidentification　codeを作成していないことにつき過失がある
場合
　②プロバイダ等が電子掲示板に参加しようとしている者に対して，
（i）参加者は名誉殿損となるような情報を伝達してはならない義務を負
うこと，及び（ii）参加者はボード上にいかなる名誉殿損的表現を発見
した場合でもシステムオペレーターに通知する義務を負うこと，を警告
していない場合
　③電子掲示板上に公開され誰でも読むことができる状態のメッセージ
について，そのような状態になった後，合理的期間内にプロバイダー等
がレビューせず，その点に過失がある場合
　④名誉殿損であることを知り若しくは知るべき情報があるにもかかわ
らず，プロバイダー等またはその被用者の一人は削除せず，その点につ
いて過失がある場合
　⑤上記四つの要件のいずれかにも該当しない場合であっても，以下の
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いずれかにも該当するとき，システムオペレーターまたはプロバイダー
等は名誉畏損表現につき有責とされ得る。（i＞名誉殿損的情報が二度以
上送信されたにもかかわらず，投稿者または承認されていない投稿者の
存在をオペレーターまたはプロバイダー等が知り，または知るべき理由
を有しているのに，その者を当該電子掲示板から排除せず，その点につ
いて過失があるとき，または（ii）プロバイダー等またはオペレーター
が，虚偽事実が再公表される前に名誉殿損となり得る虚偽の事実を発見
し，知り，または知るべき理由を有しているにもかかわらず，故意また
は過失によって名誉駿損となるような虚偽の事実をそのまま放置したと
き86）。
　この見解によると，この規準ないし要件は，責任確定のために考え得
る「過失」の中の一つだけを立証することを求めるものであるとされる。
これによれば，有責となるためには，管理者は，四つの予防要件の一つ
を満たしている場合に有責とされるものと解すべきであることになり，
もし管理者が四要件を守っていたとしても，二回以上，名誉子下的表現
を伝達し，伝達することを管理者が知るべき理由を有した人物を排除し
ないとき，または伝達前に名誉殿損的虚偽であることを知っていた名誉
殿損的虚偽を，故意または過失によって伝達してしまった場合には，依
然として有責とされ得ることになる。名誉殿宇的表現を伝達する人物を
一度だけ過失によって排除しない場合，他の責任成立要件の一つに該当
していない限りは，有責とされない。
　しかしながら，電子掲示板上に二度名誉殿損的事実を公表し，そのこ
とをオペレーターが知り，または知るべき理由を有していた場合で，そ
のような参加者または氏名不詳ユーザーをその場から排除しないことは，
オペレーターの責任に直結すると解すべきであるとされ，公表に関して
知っていること，またはそれを意図していることは，そのようなケース
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で証明はほとんど困難であり，またそれ故名誉権を保護できなくなるた
め，このような解釈は合理的なものであると言う87）。さらにこの規定は，
名誉襲損的表現を公表するために二度電子掲示板を使ったがそれでも進
んで参加する者の黙認を許さないことにつながり，「意図的かつ不合理
に，彼が占有しまたは支配する土地または動産上にあることをしりなが
ら，名誉遣損的なものを除去しない者は，継続的公表につき責任を負
う」とするRestatement（Second）of　Torts§577（2）（1977）との規定
上の責任規準にも近いものになるし，伝統的意味における掲示板上の名
誉殿損に関するコモンロー上のルールにも適合するだけでなく，より正
確なものにもなるとされる88）。
　ただし，上記記述からもうかがえるように，ここで提示される規準は
あくまでも主張者なりの一つの合理的モデルないし規準として策定され
たものであって，必ずしも先例や実定法上の根拠を有するわけではない。
　83）Robert　Charles，　No’ε’Coηψκ陀γB配1ε’吻Boα74αη4エ）頃z瑠のガ。ηごレ臥肋
　　∫ん。〃4B6五忽δ122ση（ノ671尼勲’S云απ4α毎λ2J．　L．＆Tech．121（1987）．
　84）　Z謡　122－123．
　85）　1「と此　at　146－147．
　86）　ん云　at　147－148．
　87）　Z諾　at　148．
　88）尻　なお，同論文は，自己規制や立法的措置を否定するものではない（κ
　　at　149）。
　（3）管理者の義務の明確化
　前述したように，学説・判例の大勢は，管理者側に明確な注意義務違
反が存在したと評価し得るとする点ではほぼ一致しているものと思われ
る。ここでは，注意義務の内容をより詳細に検討するものとして，「新
たなコミニュケーション・メディアに不当な負担を課することなく，表
現の自由と個人の名誉という二つの利益の保護を促進する」89）ためのガ
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イドラインを提示する見解につき検討する。それによると，まず，オペ
レーターには三つの義務が課されるものとされる。
　第一に，電子掲示板をモニターすべき義務であって，電子掲示板をモ
ニターし，もし第二，第三のステップが満足されない場合には名誉四四
的メッセージを削除すべき義務がオペレーターには課される。すなわち，
まず全ての前提として，電子掲示板のオペレーターは電子掲示板上の表
現をモニターすべき物理的義務を負い，もし名誉殿損的な投稿を知った
とき，または名誉殿損的投稿を知りそれを削除すべきだったときには過
失あるものとされる。一般論として，電子掲示板のオペレーターが名誉
殿損的表現に気付いたにもかかわらず，放置した場合に何らかの責任が
課されるであろうことは特に問題ないとして，若干問題となるのは，特
に何からの明示的通知があった場合は別として，匿名による名誉殿損的
表現が投稿された場合，どの時点で電子掲示板のオペレーターが匿名に
よる名誉駿損的表現を知るべき理由を有したと評価するかという点であ
る。結局，事実認定の問題となり，電子掲示板の規模，日々投稿される
メッセージの量のようなファクターを考慮してケース・バイ・ケースで
判断されると言うgo）。
　第二に，名誉殿損か否かが疑わしいメッセージに関して，削除する前
に，例えばメッセージの内容が真実であることを証明する機会を投稿者
に与えるべき義務がオペレーターに課される。すなわち，電子掲示板の
オペレーターはメッセージの投稿者に対して，メッセージの内容を削除
する前に，投稿者に自らの発言を保護するための主張を行う機会を与え
ねばならないというのである。もし投稿者からの主張があった場合に，
名誉駿損に関する何らかの責任を回避するためには，オペレーターは当
該メッセージが名誉殿損ではないと「合理人」ならば納得するに足りる
証拠を投稿者から受け取らなければならない。その際，通常は投稿上に
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表示されたE－mailアドレス経由でメッセージ投稿者とコンタクトを取
ることになるが，アドレスがないか，またはそのアドレスではコンタク
トが取れない場合，電子掲示板から当該メッセージを完全に削除しない
限り，被害者からの名誉殿損を理由とする請求を受けることになる91）。
　第三に，オペレーターには名誉を殿損された者に対応の権利を与える
べき義務も課される。すなわち，もし問題となり得るメッセージを発見
した場合，電子掲示板ののオペレーターは名誉を殿損された当事者とコ
ンタクトを取るべき誠実な努力（good　faith　effort）をしなければなら
ない。ただし，状況によっては，名誉玉章の被害者を確定することは困
難かもしれず，その場合には，オペレーターはそれ以上の責任を負わな
いものとされる92）。
　以上のガイドラインに従うならば，名誉鍛損の責任を負うことはない
のであり，名誉早牛的投稿に関する責任を如何に回避するかに関して電
子掲示板のオペレーターにガイダンスを提供することによって，コミュ
ニケーションを自由に展開する余地が生まるものとされるわけである93＞。
　ところで，Maxson論文では，上記ガイドラインには二点において疑
問の余地があるとする。すなわち，第一に，名誉殿損的投稿を削除し被
害者に対応の権利を与えるという義務を電子掲示板のオペレーターに課
することが，過度の負担を課するものとなるか否かが問題であるとする。
この点については，削除と言っても「即時の削除」を意味するわけでは
ないのであって，オペレーターが名誉殿損的メッセージに気付き，また
は気付くべき状態に至ってはじめて削除の義務が発生すると解するので，
オペレーターに過度の負担を課することにはならないと言う94）。第二に，
オペレーターが電子掲示板をモニターしなければならないと解する点に
つき，その義務の程度はどの程度のものかという問題があるが，この点
については，「合理的努力」義務が課されると解する。これは運営され
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ている電子掲示板その他の規模に依拠して決まるものであって，大規模
サービスの場合は，内容をモニターすることが相対的に容易な小規模の
独立した電子掲示板並の義務を負うことはないとされる95）。
　ところで，Maxson論文では，　Prodigy事件はこのガイドラインをテ
ストするのに興味深いケースだとする。すなわち，Prodigy事件では，
問題となった電子掲示板には毎日膨大な量のメッセージがあり，Prod・
igyに名誉駿損的メッセージを全てチェックせよというのは不合理であ
る。商用サービスである以上，システムに入る際にはパスワードを入力
することを求めており，その意昧で匿名投稿の危険は少ないと言えるが，
Prodigy事件で実際に起こったように，有効な目的が終了し消滅したパ
スワードが数年間存続することを許すことによって，事実上匿名の投稿
がなされることをProdigyは容認する結果になってしまっていたこと
は前述の通りである。ここに前記ガイドラインを適用すると，Prodigy
は適切な通知を行った後で即座にそのメッセージを削除しなかった点に
過失があるものとされ，かつProdigyは不特定個人の投稿する名誉殿
損的投稿の可能性を認識していたと評価されるのであるから，当該メッ
セージの削除義務を負うこととなる。その結果，Prodigyに責任が課さ
れるのは当然ということになるわけである96）。
　89）Maxson，　sゆπmote　1，　at　692
　90）財
　91）　1と乳　at　692－693．
　92）鼠
　93）　1ヒ！．at　693．
　94）　．～iゴlat694．
　95）　五げlat695．
　96）　1ヒ∫l　at　695－696．
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　（4）その他の学説
　その他の学説についても簡単に触れておくと，まずサイバースペース
の特性を重視して，プロバイダー等の「過失」を過度に強調することな
く，名誉殿損責任を軽減することを志向する説として，媒介者責任論，
自己規制論があげられる。
　媒介者責任論では，媒介者が真に隆盛を極めているのはGopherや
World　Wide　Webその他のインターネット・アーキテクチャーにおい
てであるとし，情報流通，他の情報資源へのアクセスを容易にすること
の意義を踏まえると，もし情報流通に寄与する媒介者が他人の法律ない
しルール違反行為に関する代位責任を負わされることを恐れて，流通と
しての機能が妨げられることがあるとするならば，　それは避けられね
ばならないことが強調される97）。
　後者の自己規制，自治を強調する考え方では，サイバースペース上の
諸々の問題の中には，従来の法理で十分に対応可能なものが少なくない
とし，独立の法域（legal　lur｛sdiction）として扱うべきか否かを検討し
た上で，実態に応じた自己規制に委ねるべきケースが多いとの指摘がな
されている98）。
　両者とも，参加者の意識やサイバースペース上の実態に適合しやすく，
説得力を持つものと評価されようが，本稿の目的である名誉襲損責任と
の関連では，潜在的有用性を指摘するにとどめざるを得ない。
　次に，伝統的法理を修正適用するものとして，公的人物理論の適用を
検討するものがある99）。この立場では，まず，報道機関の責任に関連し
て展開されてきた公的人物理論と，同理論をサイバースペース上の名誉
殿損に適用ないし類推適用すべき可能性が検討される。公的人物（pub－
lic　figu÷e）とは，「公職者ではないがそれと同じように公的問題（pub・
1ic　issues）にかかわりその帰趨に影響を与えるような入物」1。。）を言うと
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される。基本的に，コモンロー上の名誉殿損の責任は厳格であり，責任
の厳格性言論の自由を著しく制約する。そこで，法は，社会的に価値の
ある言論の自由をまもるために数種類の免責抗弁を認める’oD。そこで，
サイバースペース上で，ユーザーが名前とメッセージを他のユーザーに
広めることが容易になることによって，そのようなユーザーが，もしコ
ンピュータ上の電子掲示板の表現によって名誉を駿損されたと主張する
場合に，公的人物と見なされ得るであろうかという問題提起がなされ
た102）。その主張によれば，サイバースペース上の名誉殿損のケースに
公的人物法理が適用可能かを論じる際には，公的人物法理の要件のうち
の三つの要素が重要であると主張する。すなわち，第一に，被害者が当
該メディアへのアクセスを持っているか否か，第二に，公開の場におけ
る議論があったか否か，第三に，被害者がこの議論にどの程度まで関与
していたか，である103＞。さらに，サイバースペース上，特に電子掲示
板を想定した名誉駿損事件の分析の際には，第一に，電子掲示板は私的
な場（forum）ではないこと，第二に，電子掲示板は従来のメディアと
は異質のメディアであること，第三に，電子掲示板は一般的に分散的な
ものであり，政府の規制に服さないこと，第四に，電子掲示板は，特に
インターネット上である場合，商用利用が増えっつあること，などを考
慮すべきことが重要だとする104）。
　97）　Perritt，　JL，　sz4）ηz　note　5，　at　163－164．
　98）　Hardy，　s％≠）γαnote　7，
　99）Brooks，　s多4）搬nQte　18．
　100）望月・前掲書251頁。具体的範囲は必ずしも明確とは言えず，「公的人物を
　　定義することはを，クラゲを壁に釘で打ちつけようとするようなものである」
　　（Rosanova　v．　Playboy　Enters．，　Inc．，411　F、　Supp．440，443（SD．　Ga，1976），
　　げ’6580F，2d　859（5th　Cir．1978＞）と表現する判決がある。この問題に関す
　　る重要判決としては，New　York　Times　v．　Sullivan，376　U．　S．254（1964）が
　　あげられる。
　！01＞望月・同書243頁以下参照。
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102）Brooks，　s多φ7tz　note　l8．
103）Z鼠“lntroduction”．有力な考え方によれば，少なくとも九つのファクター
　が存在し，裁判所も公的八物法理の適用の際に重視しているとされるが（Rod－
　net　A．　Smolla，　Law　of　Defamation，2．09（4）at　2－33（1994）），ここでの検討
　にとって重要なものは本：文中で掲げた，メディアへのアクセス，公開の議論，
議論への被害者の関与の程度，の三つであるとされる。
104）擢．2B．
4　むすび
　二つの重要判例に直面したオンライン・サービスないしプロバイダー
は，サービス上にのせられた諸々の情報にっき，コントロールを強化し
てトラブルを回避すべく努めるか，あるいは反対に一切のコントロール
は放棄して「公表者」としての責任追及を避けるために，「何もしない」
という一歩引いたポリシーを取るか，二者択一的選択を迫られている。
また，ユーザーの意識としても，発展の経緯もあって，自己規制，自治
を志向する理論を歓迎する可能性が高いのではないかと思われる。学説
上も，自己規制による解決を強調するものが少なくないことは前述の通
りである。基本的には，情報流通に寄与し，必ずしも内容規制に関与し
ない主体の責任を軽減しようとする媒介者責任論は，その意味でも正当
だと言えよう。
　ただ，若干注意を要すると思われるのは，学説の多くが指摘するよう
に，プロバイダーその他の形態には様々なものがあることである。すな
わち，例えば前述した管理者の責任の明確化の試み，提示されたガイド
ラインの持つ合理性は否定し難く，ある種のサービス形態には極めて適
合しやすいと言える。しかし，大規模商用サービスについては適合する
としても，WWW上で個人が運営する電子掲示板，電子会議室では，
提供されるサービス内容やサポートの程度が千差万別になるのは避けら
れないし，それを運営する個人にサーバーを提供しているに過ぎないプ
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ロバイダーへ責任追及が及ぶことになったとき，全てに大規模商用サー
ビス同様の規準を適用し，かつ（少なくとも運営者たる個人について
は）大規模商用サービスの場合以上に責任が認められやすくなるという
結論に問題はないのか，疑問の残るところである。大規模商用サービス
の中だけを見ても，「場」としては，情報提供（交換）型，コミニュケ
ーション型，議論・討論型等，異質な環境が含まれている。今後の方向
としては，媒介者責任論的発想を基本として，その場の形態に応じた類
型的処理を図ることによって，規準の精緻化を進めるべきと思われる。
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